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第 1 章 課題の分析： 

本章では、「様々な困難を抱える子ども若者の家庭環境の現状」について全国的な現状

と筑後川関係地域の現状を比較し、地域特有の課題がないかを検証する。また、ちくご川

コミュニティ財団(以下、CCF)が独自に実施したヒアリング調査（プライマリーデータ）を

行政資料や先行研究から得られるデータ（セカンダリーデータ）と統合して考察すること

で、筑後川関係地域（久留米市を中心とする）の「困難を抱える子ども若者の家庭環境」

に関する課題をより詳細に分析する。これらの結果をもとに課題の構造について明らかに

していく。 

 

1. 「様々な困難を抱える子どもの家庭環境の現状」について： 

 

1.1 先行研究、行政資料の調査結果 

①全国的な現状について 

「子どもとその保護者、家庭をとりまく環境に関する資料（令和 3 年度、厚生労働省）」1)による

と、令和２年の自殺者数のうち、「家庭問題」を原因・動機としているのは全体の約 15％（3,128 人

/21,081 人）であり、家庭問題の中でも、「親子関係の不和」、「夫婦関係の不和」、「その他の家族

関係の不和」、「子育ての悩み」を原因・動機とした自殺者数は合計 1,679 人であったと報告されて

いる。（表 1、表 2） 

また、「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第 18 次報告、令和 4 年度、厚生

労働省）」2)によれば、令和 2 年度には子ども虐待による死亡事例が 66 例（77 人）、重症事例（死

亡には至らなかった事例）が 14 例（14 人）あり、加害動機の主要なものには「子どもの世話・養育

する余裕がない」、「保護者自身の精神疾患、精神不安」、「育児不安や育児負担感」などが挙げ

られている。このように全国的に家庭に関わる課題は非常に深刻と考えられる。（図 1、図 2） 

 

表 1 家庭問題を原因・動機とする自殺者数 

（「子どもとその保護者、家庭をとりまく環境に関する資料」より抜粋） 
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表 2 「家族問題」を原因・動機とする自殺者数のうちわけ 

（「子どもとその保護者、家庭をとりまく環境に関する資料」より抜粋） 

 

 

図 1 子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について 

（「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第 18 次報告）」より抜粋） 
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図 2 死亡事例（66 例・77 人）の分析 

（「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第 18 次報告）」より抜粋） 

 

②筑後川関係地域（福岡県久留米市）の現状について 

 福岡県久留米市においては、令和元年度の児童相談・児童虐待対応の件数が 2,633件（う

ち、児童虐待対応が 303件）3)となり、「久留米市セーフコミュニティに関する実態調査報告書（令

和 3 年、久留米市）」3)によると 18歳未満の子どもの子育てをしている 471名中の約 58%（272名）

が子育てに困難を感じたことがある。しかし、市の相談窓口に相談している人は 3.6%、NPOなど

民間の相談機関への相談は 1.7%と同居中の家族や知人以外に相談する割合が非常に少なく、家

庭と社会資源の繋がりが希薄である。（図 3、図 4、図 5） 

また、「久留米市子どもの生活実態調査結果（平成 30 年、久留米市）」4)では調査対象の 2,272

世帯のうち、「低所得（等価可処分所得が 122万円を下回る）」、「家計の逼迫（経済的な理由で

「公共料金や家賃の滞納があった」など全 17項目のうち 6項目以上該当）」、「子どもの体験や所

有物の欠如」の 3項目の中、１項目以上に該当する「生活困難層」が 22.1%、2項目以上に該当す

る「困窮層」が 7.5%であり、特に困窮層の約 4割が母子世帯である。家庭の経済的困窮について

も深刻な課題がある。（表 3、表 4、表 5） 
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取り組みとしては子ども未来部において、子育ての相談、ひとり親家庭の相談、子ども自身の

相談など各種窓口を設けているが、上述の通り、その利用率は少なくアクセシビリティに課題があ

ると考えられる。また、久留米市では重層的支援事業において属性・世代を問わない相談・地域

づくりの実施体制の構築を目指しているが、CSO等の民間団体の参画は十分ではない。 

 

図 3 久留米市の子育て世帯において子育てに困難を感じることの有無 

（「久留米市セーフコミュニティに関する実態調査報告書（令和 3 年）」より抜粋） 

 

図 4 久留米市の子育て世帯において相談窓口の認知度 

（「久留米市セーフコミュニティに関する実態調査報告書（令和 3 年）」より抜粋） 
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図 5 久留米市の子育て世帯において相談できる人がいるか 

（「久留米市セーフコミュニティに関する実態調査報告書（令和 3 年）」より抜粋） 

 

表 3 生活困難世帯の分類とその割合 

（「久留米市子どもの生活実態調査結果（平成 30 年）」）より抜粋 

 

 

 

 

 

 

 

表 4 困窮世帯の割合 

「久留米市子どもの生活実態調査結果（平成 30 年、久留米市）」 

 

 

 

 

表 5 世帯区分ごとの生活困難世帯の割合 

「久留米市子どもの生活実態調査結果（平成 30 年、久留米市）」 
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1.2 資金分配団体による現場調査の結果（プライマリーデータ） 

様々な困難を抱える子ども若者の家庭環境の現状に関わるインタビュー調査 

＜背景＞ 

CCFでは、筑後川関係地域の子ども若者の孤立解消と育成のために 2020 年より子ども若者

応援助成事業、休眠預金等活用事業（2020 年度・2021 年度通常枠）を実施し、子ども若者の居

場所の充実を図ってきた。その結果、支援できる対象者数の増加、子どもが選択できる進学先

の増加、QOL の改善などの成果が出ている一方で、家庭環境に困難を抱える子ども若者は、居

場所における支援のみでは状態の改善が難しいことが明らかとなった。このような背景から当財

団では家庭に関わる行政資料・先行研究の調査、家庭支援を実施している団体や個人へのヒア

リング調査を実施した。 

＜アンケート概要＞ 

時期：2023 年 4～5 月 

対象：困難を抱える子ども若者とその家族に対する支援を行う団体、個人 

方法：CCF 独自で作成したヒアリングシート(別紙 1)を元にオンラインまたは対面での

インタビュー調査。 

内容： 

以下の 5 つについてインタビューした。 

(1)家庭環境が子供に与える影響、(2)その要因と子供と保護者の課題、 

(3)それに対し団体として行っている活動、(4)活動を行うにあたっての課題、(5)重要な関係者 

＜調査結果＞ 

団体、個人種別の回答数： 

フリースクール 2 団体 

子どもの貧困に対し、活動を行う団体 1 団体 

親の会 3 団体（不登校関係 2 団体、障害者関係 1 団体）、 

子育て当事者団体 1 団体、 

産前産後ケア団体 1 団体、 

ひとり親世帯のサポート団体 1 団体 

民生委員、主任児童委員 1名 

外国ルーツ家庭への支援団体 1 団体 

計 10 団体、個人 1名から回答を得ることができた。 
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（1）家庭環境が子供に与える影響 

「子どもへ支援をするにあたり、家庭環境による影響を感じたことはありますか？」の質問に対

する回答 

インタビューした全団体が「影響がある」と回答した。これらをカテゴリー、サブカテ

ゴリー毎に分けると以下の表の通りの結果となった。 

 

表 5「子どもへ支援をするにあたり、家庭環境による影響を感じたことはありますか？」の回答 
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(2)その要因と子供と保護者の課題 

「その要因はなんですか？」「困難を抱える家庭の子ども、保護者の課題は何ですか？」の質問

に対する回答 

課題とその要因について分類すると、以下の表のようにまとめることが出来た。 

 

表 6「その要因はなんですか？」「困難を抱える家庭の子ども、保護者の課題は何ですか？」に対する回答 
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(3)それに対し団体として行っている活動 

「団体としてその課題に対して、どんな活動を行っていますか？」の質問に対する回答 

以下、団体毎に代表的なものを記述する。 

＜フリースクール＞ 

・保護者面談、日々の雑談 ・イベント等で親が子供をみる機会を提供。 

・不登校児のいる世帯への家庭訪問 ・児童相談員との同行による家庭訪問 

＜子どもの貧困に対し、活動を行う団体＞ 

・子どもの保護（家庭の分離する時間を作る） 

＜親の会＞ 

・交流会を通じ、困難の共有やストレスを発散する場の提供。 ・有識者の勉強会 

  ・啓発活動目的の講演会活動 

＜子育て当事者の会＞ 

  ・お母さんによる情報発信（子育て新聞等）  ・子育て世代の交流会 

  ・産前産後のうつ相談会 

＜産前産後ケア団体＞ 

・妊産婦への家庭訪問 ・産後の子育て相談や育児ケア指導 

・産後の育児、家事サポート ・育児ケアの勉強会 

＜ひとり親世帯のサポート団体＞ 

  ・子どもの居場所づくり ・親への子育てや家事能力スキルアップセミナー 

  ・親向けの就労支援セミナー 

＜民生委員、主任児童委員＞ 

  ・家庭訪問 ・生活支援 ・情報収集 ・社会資源サービスの紹介 

＜外国ルーツ家庭への支援団体＞ 

  ・食糧支援 ・孤立解消のための交流会（世界の料理教室等） 

   ・生活相談、生活支援 ・医療、専門機関等の紹介 
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（4）活動を行うにあたっての課題 

「その活動を行うにあたっての課題はどんなものがありますか？」の質問に対する回答 

インタビューした全団体が「影響がある」と回答した。これらをカテゴリー、サブカテゴリー毎に分

けると以下の表の通りの結果となった。 

 

表 7 「その活動を行うにあたっての課題はどんなものがありますか？」の回答 

 

 

（5）重要な関係者 

「課題の解決を目指す上で重要な関係者は誰ですか？」に対する回答 

・行政（子育て支援課、基幹相談支援センター）、 

・社会課題に理解のある企業 

・評価についてアドバイスできる大学教員、 

・財団などの中間支援組織 

・児童相談所、警察 

・学校、スクールソーシャルワーカー 

・保育園、幼稚園 

・メディア 
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1.3 プライマリーデータとセカンダリーデータについての考察 

 

特定された課題（様々な困難を抱える家庭の子どもの家庭環境）の構造について 

「1.2 資金分配団体、実行団体による現場調査の結果（プライマリーデータ）」と行政資料などの

セカンダリーデータを統合して考察した結果、図 5 に示すように筑後川関係地域（久留米市）にお

ける「様々な困難を抱える家庭の子どもの家庭環境の課題」についての構造が明らかになった。 

まず、家庭環境が子どもへ悪影響与えてしまう要因は、「虐待」、「産前産後の不安定さ」、「病

気や障害」、「経済的困窮」、「外国ルーツ」、「不登校」の 6 つに大きく分けられることが分かった。

これらの課題は単一でも深刻であるが、一つの家庭に複数存在し、複雑に影響し合うケースもあ

り、重大な事例に発展することも考えられる。これに対し、市民活動団体は「家庭訪問」や「居場所

づくり」、「保護者との対話」、「療育力向上研修」、「当事者同士の交流」等を行っているが、市民活

動団体の課題として「組織運営」や「団体同士のネットワーク不足」、「対象者へのアクセス制限」、

「社会的認知の不足」、「社会資源の不足」等があることが分かり、これらの課題によって十分な活

動が行えていない現状が明らかになった。 

また、基礎自治体はこれらの課題に対し、民生委員・児童委員による「家庭訪問」やこども未来

部による「各種相談窓口」、地域福祉課による「重層的支援体制整備事業」等が行われているもの

の、相談件数が少ない事や民間団体の参画が不十分であることが分かった。 

特に、家庭が抱える困難が大きいほど家庭が社会から孤立しやすく、閉鎖的（ブラックボックス）

になり、人や情報のアクセスが難しくなることが本調査で明らかとなった。そのため、困難を抱える

家庭において子ども若者の育成に関する課題がより深刻であるにも関わらず、相談できる人や場

と繋がることができておらず、必要な社会資源が行き届いていない。 

このような状況の中で、重要な社会資源である CSOは人材や財源の不足等で持続可能性に

課題を抱えている。また、行政機関、CSO、教育機関、医療機関等の家庭支援についての情報共

有の仕組みも確立されておらず、関係者が連携・協働するための環境整備も十分とは言えない。 

以上のことから、困難を抱える家庭における子ども若者の育成について、課題解決の必要性・

切迫性は非常に高いと考えられる。 

 

 



1.4 課題の構造（ツリー図） 

図 5 「様々な困難を抱える家庭の子どもの家庭環境」課題の構造 

」 



第 2 章 事業設計の分析 

1. 資金分配団体、実行団体のセオリーオブチェンジ（ToC）、ロジックモデル（LM）について 

事前評価全体の内容を踏まえて、図 6と図 7のように実行団体のロジックモデル

（LM）、CCF のセオリーオブチェンジ（ToC）を作成した。CCF の ToC は図 7に示すよ

うに「資金的支援」と「非資金的支援」の 2つに分かれている。まず「資金的支援」

では実行団体の LM にもとづいた事業に資金的な支援をすることにより CCF の中長期

アウトカムの達成を目指すことになっている。 

そして、非資金的支援は「組織基盤強化」と「環境整備」の 2つに分かれ、「組織

基盤強化」では図 8のように資金分配団体や実行団体の組織基盤が強化されることに

より事業の持続可能性が高まることを目指し、「環境整備」では図 9のように持続可

能な社会や環境が育まれるために、社会の諸課題が自律的かつ持続的に解決される仕

組みが構築される取り組みを実施することになっている。そのため、図 6に示す実行

団体の LM と図 8、9に示す CCF の組織基盤強化と環境整備に関する取り組みを合わせ

て本事業の ToC となる。本事業では、非資金的支援にて組織基盤強化、環境整備を行

いながら、実行団体の LM にもとづき、様々な困難を抱える家庭の子ども若者とその

家族に対して直接的なアプローチを実施していく。 

 

図 7 CCF の ToC の構成 



 図 6 実行団体のロジックモデル 
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図 8 組織基盤強化 
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図 9 環境整備 



2．本調査の今後について 
今後もより詳細な調査を実施したいと考えている。特に多様な調査対象者を確保するこ

とでその地域の代表性の高い調査の実施すること、さらに行政関係者の中でも重要なステ

ークホルダーである子ども未来部や地域福祉課等の取り組みに関して情報収集、意見交

換を実施することを通じて、「様々な困難を抱える子ども若者の家庭環境の現状」について

理解を深め、より制度の高い課題の分析や事業設計の分析を実施したいと考えている。  
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